地方自治法施行令第167条の2第1項第3号に規定する障害者支援施設等に準ずる者
の認定基準
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第5条第11項に規定する障害者支援施設、同第25条に規定する地域活動支援センター、同条第1項に規定する障害福祉サービス事業（同条第７項に規定する生活介護、同条第13項に規定する就労移行支援又は同条第14項に規定する就労継続支援を行う事業に限る。)を行う施設又は小規模作業所（障害者基本法（昭和45年法律第84号）第２条第１号に規定する障害者の地域社会における作業活動の場として同法第18条第３項の規定により必要な費用の助成を受けている施設をいう。）（以下、「障害者支援施設等」という。）の受注の機会の増大に向け、障害者支援施設等の物品及び役務を取り扱う共同受注センターに対する本県からの発注を促進するため、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の2第1項第3号に規定する障害者支援施設等に準ずる者の認定に係る基準を次のとおり定める。

１　障害者支援施設等に準ずる者は、次のいずれにも該当する者とする。

(1)　岩手県内に主たる事業所を置くこと。

(2)　法人格を有すること。

(3)　障害者支援施設等の利用者が製作した製品の販売促進並びに製品及び役務の調達を仲介する共同受注センターを構築し、活動を行っていること。
２　１の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する者は認定対象者としない。

(1)　県税を滞納している者

(2)　法令違反等認定にふさわしくない事実がある者

(3)　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第2条第2号に規定する暴力団（以下、「暴力団」という。）のほか、次に掲げる者

　　ア　法第2条第6号に規定する暴力団員（以下「暴力団」という。）

　　イ　次のいずれかに該当する者

　　　(ｱ)　法人の役員等（法人の支店又は営業所を代表する者で役員以外の者を含む。）が暴力団員である者又は暴力団員がその経営に実質的に関与している者

　　　(ｲ)　自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加えることをもって暴力団の利用等をしている者

　　　(ｳ)　暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者

　　　(ｴ)　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者

　　　(ｵ)　暴力団又は暴力団員であることを知りながら関係を有している者

(4)　（3）のア及びイに該当する者の依頼を受けて認定の申請をしようとする者
